
先進技術・ノウハウを駆使して、

新しい社会の活力を創造し、人々の笑顔を増やしていく。

そんな社会の未来をつくる存在でいたい。

TISインテックグループは、

ITの力で、社会の願いを叶え続けます。

ミッションとは、ＴＩＳインテックグループが果たすべき社会的役割であり、ＴＩＳインテックグループの存在意義です。ここに掲げた「ムーバー」とは、
世の中を新しい世界へと動かしていくモノやコト、システムを生み出す人のことです。つまりＴＩＳインテックグループおよびＴＩＳインテックグループ
構成員のことです。ＴＩＳインテックグループはデジタル技術を駆使したムーバーとして、未来のまだ見ぬ景色の中に、社会を魅了する斬新な
可能性や選択肢の提供によって鮮やかな彩りをつける存在でありたいと考えています。
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■グループ基本理念 「OUR PHILOSOPHY」

Mission ムーバーとして、未来の景色に鮮やかな彩りを 



連結売上高
(2020 年 3 月期）

4,437億円

連結営業利益
(2020 年 3 月期）

448億円

連結従業員数
(2020 年 3 月 31日現在）

19,744人

グループ企業数
(2020 年 3 月 31日現在）

(当社+連結子会社＋持分法適用会社)
123社

グループ顧客数
(2020 年 3 月期、国内）

15,000社約

売上高営業利益率
(2020 年 3 月期）

10.1%

連結 ROE
(2020 年 3 月期）

12.5％

連結自己資本比率
(2020 年 3 月期）

63.3％

格付
（2019 年 11月15 日取得）

（長期 / 株式会社日本格付研究所）
A /安定的

（外部顧客への売上高。セグメント間の内部売上高または振替高を除く）

TISインテックグループについて

■数字で見るTISインテックグループ ■報告セグメント別売上高（2020年3月期）

■顧客業種別売上高構成比（2020年3月期）

当社グループは日本のリーディングIT企業グループであり、
グループ２万人の社員が一体となり、
長年培った確かな知見と経験、高い技術力で
社会における様々な課題の解決に貢献しています。

TISインテックグループの3つの特徴・強み
強固な経営基盤

決済領域における圧倒的なプレゼンス

独立系による柔軟・スピーディな経営戦略

1.
2.
3.
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リースなどの情報システムを提供
する上での付随的な事業他

金融以外の産業各分野に特化した
専門的なビジネス・業務ノウハウ
をベースとして、事業の高付加価
値化および業務のIT化・ITによる
業務運営の支援を行うビジネス

金融分野から、製造・サービス・流通等の産業分野、公共分野まで、幅広くバランスのとれた顧客基盤を有します。

その他

4,153百万円

産業IT

183,292百万円

サービスIT

111,377百万円

BPO

30,688百万円

金融IT

114,204百万円

当社グループ独自の業務・業種ノ
ウハウを汎用化・テンプレート化
した知識集約型ITサービスを提供
するビジネス（初期構築・ERP等を
含む）

豊富な業務・ITノウハウを活用
し、マーケティング・販促業務や
事務・契約業務等のビジネスプロ
セスアウトソーシングを提供す
るビジネス

金融業界に特化した専門的なビジ
ネス・業務ノウハウをベースとし
て、事業の高付加価値化および業
務のIT化・ITによる業務運営の支
援を行うビジネス

※お客様名は略称にて表記しています。

金融IT
25.8%

その他
0.9%

産業IT
41.3%

サービスIT
25.1%

BPO
6.9%

カード
16.9%

銀行等
6.8%

保険
6.6%

その他金融
5.5%

組立系製造
10.3%プロセス系製造

8.8%

流通
7.7%

サービス
25.4%

公共
8.2%

金融
35.8%

その他
3.8%公共

8.2%

産業
52.2%

その他
3.8% 金融

代表的なお客様例

✓JCB
✓三菱UFJ銀行
✓日本生命保険

公共

産業

代表的なお客様例

✓地方自治体
✓国民健康保険団体連合会
✓住宅金融支援機構

代表的なお客様例

✓旭化成
✓コマツ
✓東京ガス
✓リクルート

合計

443,717 百万円

合計

443,717 百万円

上位10社の割合

24.9%

43



TISインテックグループの歴史

■国内情報サービス産業の黎明期から業界をリードするTISインテックグループ

当社グループは、2008年4月に独立系のリーディングカンパニーとして誕生し、2016年7月の事業持株会社体制への移行を機にグループ一体経営を加速させ、
グループビジョン2026の達成と持続的な企業価値向上の実現に向けた歩みを着実に進めています。

グループ
ビジョン
2026

1964年
株式会社インテック（株式会社富
山計算センター）設立。

1971年
TIS株式会社（株式会社東
洋情報システム）設立。

2000年 4月
コマツソフト株式会社(現 クオリカ株
式会社 )を子会社化。

2002年 2月
株式会社アグレックスを子会社化。

2004年 4月
株式会社ユーフィットを子会社化。

2005年 4月
旭化成情報システム株式会社(現 AJS
株式会社) を子会社化。

2008年 4月
独立系のリーディングカンパニー誕生
TIS株式会社と株式会社インテックが、両社の
保有する経営資源の共有・活用を通じた成長を
目指し、経営統合。ITホールディングス株式会
社設立。

2016年 7月
TISインテックグループへ
ITホールディングス株式会社がTIS株式会社を吸収合併し、事業持株会社として社名を

「TIS株式会社」に変更。中核事業会社の求心力をベースとした「グループ全体最適」を第一
とするガバナンス体制へ。

2017年 5月
2026年に向けた

「グループビジョン2026」を発表

2009年 12月
ソラン株式会社をグループ化。

2011年 4月
TIS株式会社、ソラン株式会
社、株式会社ユーフィットの３
社を、ＴＩＳ株式会社を存続会
社として合併。

2014年 6月
グループのコーポレートロゴマー
クを統一するとともに、ブランド
メッセージ「Go Beyond」を制定。

2015年 3月
株式会社アグレックスを
完全子会社化。

2015年 5月
グループ組織再編の検討を開始。

2008～2009年
グループを再編。株式会社インテックホールディングス
を株式会社インテックに吸収合併し、ＴＩＳ株式会社の子
会社9社をＩＴホールディングス株式会社の直接の子会
社化とする。

設立期 第1次中期経営計画 第2次中期経営計画 第3次中期経営計画 中期経営計画（2018-2020）

グループ各社の自律性を
重視したグループ経営

グループの全体最適を
掲げ、一体感を醸成

尖った事業・強みが組み合わさり、
一つの形を成すような

「ポートフォリオ経営」を目指す

構造転換

7.4%

7.0%

3,383億円

4.8%

1.5%

3,274億円

6.0%

5.9%

3,610億円

9.9%

8.1%

4,056億円

売上高（億円）

営業利益率（％）

ROE（％）

2018年 4月
当中期経営計画スタート

4,400億円

11.8%

10.0%

2026年 2015年 
3月期

2018年 
3月期

2019年 
3月期

2020年 
3月期

2021年 
3月期

（計画）

2012年 
3月期

2009年 
3月期

4,207億円

4,437億円

11.5% 12.5%

9.0%

10.1%
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2020年3月期
実績のポイント

●10期 連 続 増 収、9
期連続増益で過去
最高業績を更新。

●中期経営計画にお
け る4つ の KPI す
べてを1年前倒し
で達成。

2021年3月期
計画のポイント

●新型コロナウイル
ス感染症拡大の影
響等から減収減益
の見 込みだが、実
勢ベースでは前期
並みの利益水準を
目指し、営業利益
率10％の維持に努
める。

65
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ITサービス市場における位置付け

接続先数

約14万ID

電子商取引における
業務の効率化を支援

EDI
システム構築・運用実績

　あらゆる業種、業界で利用されて
い るEDIサ ー ビ ス（ 電 子 デ ー タ 交
換）は業界最大規模のシェアを誇
る。PCI DSS対応やEDI2024年問
題対応におけるインターネットEDI
にもスピーディーに対応し、業界向
けEDIプラットフォームとしての構
築・運用実績も豊富。

38行／64行

金融機関における情報の一元管理、
業務の効率化と高度化を支援

｢F3（エフキューブ）｣
導入実績

　特に、地方銀行（資金量）上位30行
におけるシェアは80％。
　金融機関向け「F3 CRMシステム」
は、地方銀行の過半数への導入実績
を有する。また、クラウド型の利用形
態が急速に増えており、「F3」シリーズ
全体では90社以上の金融機関に提
供。

（地方銀行）

国内市場シェア

約80％

国内のキャッシュレス決済を
推進

ブランドデビットカード
関連サービス提供/システム開発実績

　国内ではデビットカードの発行枚
数が4.5億枚に及び、 国際ブランド
と提携したデビットカードを中心と
した決済は年間3.7億件、1.8兆円に
増加。ブランドデビットカードの発
行・運営に必要なサービスをワン・
ストップで提供する｢ブランドデビッ
トプロセッシングサービス｣等を通
じ、取扱金融機関ベースで約80％と
圧倒的なシェアを誇る。

年間

約8,000万レコード

BPO業務で生産性の高い
経営戦略の推進に貢献

データエントリーサービス
取扱実績

　国内BPO業務の第一人者として、
50年以上の歴史を有する。
　国内トップクラスの体制や国内外
ネットワーク等を通じて取り扱うデー
タ エ ントリー サ ー ビ ス は 年 間 約
8,000万レコードに達する。

■お客様のビジネスを支え、個人の皆様の生活や社会基盤を支えること
　に貢献する当社グループのITサービス例

国内市場シェア

約50％

安全・安心な日々の
クレジットカード決済を支援

（取引のある顧客のクレジット年間取扱高ベース）

クレジットカード
基幹システム開発実績

　基幹システム開発において、クレ
ジット取扱高主要25社のうち11社
と取引実績を有する。
　国内でのクレジットカードショッ
ピング信用供与額は年間73兆円。同
11社のカード会員数は約２億人に達
し、クレジット取扱高は全体の約
50％を占める。

注： シェア等の市場データは当社グループ調べ/推定
※1 系統安定化や再生可能エネルギーの出力抑制回避など

のため、エネルギーリソース（蓄電池や発電設備、デマ
ンドレスポンスなど）を束ねて最適制御すること。

※2 対象は国民健康保険制度および後期高齢者医療制度

国内スイッチングシェア

約40％

電力自由化に伴う新電力事業者の
事業立ち上げに貢献

「エネLink」
利用実績

　2016年4月より始まった電力
の小売全面自由化に伴い、 新電力
に契約切り替え（スイッチング）を
行ったユーザーの約40％がエネ
Linkを活用。 また、 都市ガス事業
やアグリゲーション事業※1への参入
などにも幅広くお応えするライン
ナップも拡大中。

約20％

外食産業専門の店舗管理システムとして
高評価

「TastyQube」
システム導入実績

　｢TastyQube｣は業態を問わず利用
可能な高い汎用性を有し、店舗経営の
見える化と業務の効率化を実現。
　レストラン・カフェ・居酒屋を
中心に国内市場シェアは約20％に
及ぶ。

（外食事業上位200社ベース）

12/47都道府県

安定した保険制度の基盤整備に貢献

国保連向け
システム導入・運用保守提供実績

　全国47都道府県にある国民保険団
体連合会のうち、12のシステム導入・
運用保守を担当。
　12の保険加入者※2の合計は約610
万人に及ぶ。

（単位：億円）

■国内主要ITサービス企業比較（2020年3月期）
（単位：億円）売上高

（単位：億円）営業利益、営業利益率

■日本のITサービス市場規模予測（モデレート・ケース）

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

180,000

2019 2020 2021 2022 2023 2024
–4

0

4

8
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16

20

前年比成長率

6.8%

–2.1%

6.3% 5.6% 5.0%

0

25,000

50,000

75,000

100,000

125,000

150,000

2016 2017 2018 2019 2020 2021
0

1

2

3

4

5

6
前年比成長率

110,363 112,437 114,305 116,229 118,020 119,787

1.3
1.9

1.7 1.7 1.5 1.5

3.9%

126,318 123,604 128,382 136,532
144,231 151,498

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

23,000

4,870
4,437

3,870

3,115 2,748

5,288

22,668

NTT
Data

NRI 当社CTC UNISYSSCSK NSSOL

0

250

500

750

1,000

1,250

1,500

0

3

6

9

12

15

18

284 261

5.8%

15.7%

10.9% 8.6%
10.3%

8.4%
10.1%832

1,309

NTT
Data

NRI 当社 CTC UNISYSSCSK NSSOL

423448 417
※ 株式会社エヌ・ティ・ティ・データ（NTT Data）、株式会社野村総合

研究所（NRI）、伊藤忠テクノソリューションズ株式会社（CTC）、当
社、SCSK株 式 会 社、日 本 ユ ニシス株 式 会 社（UNISYS）、日 鉄
ソリューションズ株式会社（NSSOL）の2020年3月期数値を記載し
ています。

※ NTT Data、CTCは国際財務報告基準（IFRS）適用により数値を
記載しています。

※ ガートナー[2020年2Q版日本の産業別ITサービス市場規模予測]
 M. Sawai/ 2020年8月31日
 エンドユーザー支出額ベース
 ガートナーのリサーチをもとにTISにて図表を作成
 本レポートにおけるガートナーを情報源としたすべての記述は、ガー

トナーのクライアント向け配信購読サービスの一部として発行された
データ、リサーチ・オピニオン、または見解に関するTISによる解釈で
あり、ガートナーによる本レポートのレビューは行われておりません。
ガートナーの発行物における見解は、その発行時点における見解であ
り、本レポート発行時点のものではありません。ガートナーの発行物
で述べられているのは、見解であって事実ではなく、事前の予告なし
に変更されることがあります。

当社グループは、企業におけるデジタル技術の積極的な活用等を
背景として持続的な成長が見込まれるITサービス市場において、
独立系・プライムコントラクターのリーディングカンパニーの地位を
確立しています。
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405,648 420,769
443,717

393,398

2016年
3月期

2017年
3月期

2018年
3月期

2019年
3月期

2020年
3月期

207,345 208,307
219,225

238,298
246,330

2016年
3月期

2017年
3月期

2018年
3月期

2019年
3月期

2020年
3月期

69,961
64,751

67,716
75,549

79,277

2016年
3月期

2017年
3月期

2018年
3月期

2019年
3月期

2020年
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売上高
（単位：百万円）

受注高（ソフトウェア開発）
（単位：百万円）
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60.457.82,031.07
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1株当たり純資産 自己資本比率
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営業利益 売上高営業利益率
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ROE (自己資本当期純利益率)
ROA (総資産経常利益率) 
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ROE／ ROA
（単位：％）

有利子負債残高／有利子負債比率
（単位：百万円、％）

株主総利回り
（単位：％）

1株当たり純資産／自己資本比率
（単位：円、％）

期末従業員数（連結）
（単位：人）

営業利益／売上高営業利益率
（単位：百万円、％）

受注残高（ソフトウェア開発）
（単位：百万円）

フリー・キャッシュ・フロー
（単位：百万円）

12,678

16,306

20,620

26,034

当期純利益 1株当たり当期純利益
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145.22

2016年
3月期

2017年
3月期

2018年
3月期

2019年
3月期

2020年
3月期

親会社株主に帰属する当期純利益               ／
1株当たり当期純利益

（単位：百万円）

（単位：円）

総資産／純資産
（単位：百万円） （単位：円、％）（単位：円、％）

22.7

33.00

70.00

40.0036.00

1株当たり配当金(年間） 配当性向 総還元性向

35.3

22.819.0

39.0
31.9

90.00

25.7
39.8

16.6

30.5
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1株当たり配当金／配当性向／
総還元性向 ※

※総還元性向：純利益に対する配当と自己株式取得の合計額の比率

※ 当社は、2020年4月1日を効力発生日として普通株式1株につ
き3株の割合で株式分割を行っています。上記は株式分割前の値
で表示しています。

※ グループ主要7社（TIS株式会社、株式会
社インテック、株式会社アグレックス、ク
オリカ株式会社、AJS株式会社、TISシス
テムサービス株式会社、TISソリューショ
ンリンク株式会社）の単純合算、単純合算
平均または加重平均を記載しています。

※スコープ１： 事業者自らによる温室効果ガスの直接排出
　スコープ２： 他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出
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正社員の構成※ （2020年4月1日現在）（単位：人）
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56.74

平均月間所定外労働時間※

（単位：時間）
有給休暇取得率※

（単位：％）
温室効果ガス排出量

（単位：メートルトン/MtCO2e）

※スコープ１： 事業者自らによる温室効果ガスの直接排出
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スコープ1 スコープ2
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